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都市産業 株式会社

貸借対照表

(令和 8年 3月31日現在)

中村 光

(単位：円)

科        目 金 額 科        目 金 額

（負債の部）（資産の部）

流動資産 3,882,578,3681,185,557,954 流動負債

現金及び預金 224,185,656660,438,456 買掛金

電子記録債権 3,908,058,00031,857,841 短期借入金

売掛金 -365,106,905421,853,158 未払法人税等

貯蔵品 115,441,61721,362,962 その他

前払費用 455,727,00063,830 固定負債

その他 375,727,00052,499,907 長期借入金

貸倒引当金 50,000,000△2,518,200 退職給付引当金

固定資産 30,000,0004,434,758,014 その他

有形固定資産 4,338,305,3684,176,772,366 負債合計

建物 984,604,259 （純資産の部）

構築物 1,282,010,600273,318,867 株主資本

機械及び装置 15,000,0002,023,956,636 資本金

車両運搬具 1,267,010,6004,146,177 利益剰余金

工具、器具及び備品 3,750,00014,111,374 利益準備金

土地 1,263,260,600874,832,153 その他利益剰余金

建設仮勘定 515,850,0001,802,900 別途積立金

無形固定資産 747,410,6008,899,741 繰越利益剰余金

その他 8,899,741

投資その他の資産 249,085,907

長期貸付金 207,500,000

その他 41,585,907

1,282,010,600純資産合計

5,620,315,9685,620,315,968 負債及び純資産合計資産合計



都市産業 株式会社

損益計算書

(令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで)
(単位：円)

金 額科 目

1,861,717,751売上高

売上原価

2,729,424,170当期製品製造原価

2,729,424,1702,729,424,170合      計

-867,706,419売上総利益

198,325,994販売費及び一般管理費

-1,066,032,413営業利益（損失）

営業外収益

2,315,348受取利息

20,200受取配当金

25,177,78622,842,238雑収入

営業外費用

44,863,642支払利息割引料

44,944,77281,130雑損失

-1,085,799,399経常利益（損失）

特別利益

646,949,200その他

特別損失

12,172,275その他

-451,022,474税引前当期純利益（損失）

332,500法人税、住民税及び事業税

-451,354,974当期純利益（損失）



都市産業 株式会社

販売費及び一般管理費の内訳

(令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで)
(単位：円)

金 額科 目

役員報酬 33,290,000

従業員給料・賞与 75,440,159

法定福利費 14,381,301

厚生費 13,791,420

租税公課 17,903,237

その他 43,519,877

販売費及び一般管理費合計 198,325,994



都市産業 株式会社

製造原価明細書

(令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで)
(単位：円)

金 額科        目

労務費

238,928,679賃金

40,552,499法定福利費

2,918,102 282,399,280厚生費

経費

229,667,350外注加工費

1,221,562,363減価償却費

116,237,351消耗品費

879,557,826 2,447,024,890その他

2,729,424,170当期総製造費用

2,729,424,170当期製品製造原価



（単位:円）

資本金
資本準備金

株主資本

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
評価・

換算差額等 新株予約権 純資産合計その他
資本剰余金 利益準備金

その他
利益剰余金

当期首残高 15,000,000 0 0 1,726,615,5743,750,000 0 1,745,365,574 0 0 1,745,365,574

当期変動額

-451,354,974 -451,354,974 -451,354,974当期純損失

-12,000,000 -12,000,000 -12,000,000剰余金の配当

当期変動額合計 -463,354,974 -463,354,974 -463,354,974

当期末残高 15,000,000 0 0 1,263,260,6003,750,000 0 1,282,010,600 0 0 1,282,010,600

令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで都市産業 株式会社 P-

株主資本等変動計算書
1



■その他資本剰余金及びその他利益剰余金の内訳 （単位:円）

新株式申込証
拠金

その他
資本剰余金
合計

別途積立金
繰越

利益剰余金

その他
利益剰余金
合計

その他資本剰余金の内訳 その他利益剰余金の内訳

当期首残高 0 0 515,850,000 1,210,765,574 1,726,615,574

当期変動額

-451,354,974 -451,354,974当期純損失

-12,000,000 -12,000,000剰余金の配当

当期変動額合計 -463,354,974 -463,354,974

当期末残高 0 0 515,850,000 747,410,600 1,263,260,600

都市産業 株式会社 P- 2



有価証券評価
差額金

繰延ヘッジ損
益

土地再評価差
額金

評価・
換算差額等
合計

評価・換算差額等の内訳

■評価・換算差額等の内訳書 （単位:円）

当期首残高 0 0 0 0

当期変動額

当期純損失

剰余金の配当

当期変動額合計

当期末残高 0 0 0 0

都市産業 株式会社 P- 3



個 別 注 記 表 

    自 令和 7 年 4 月 1 日 至 令和 8 年 3 月 31 日 

都市産業株式会社 

 

 

1.重要な会計方針にかかわる事項に関する注記 

     資産の評価基準及び評価方法 

      有価証券の評価基準及び評価方法 

       有価証券････移動平均法による原価法 

      棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       原材料・仕掛品・製品･･････最終仕入原価法による原価法 

       商品・貯蔵品･･････････････最終仕入原価法による原価法 

     固定資産の減価償却の方法 

      有形固定資産(リース資産除く)･･････建物は定額法、建物以外は定率法 

      無形固定資産(リース資産除く)･･････定額法 

     引当金の計上基準 

      貸倒引当金 

       法人税法に定める繰入限度額を計上しております。 

      賞与引当金 

       役員、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。 

     収益及び費用の計上基準 

     その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

       税抜方式で計上している。 

      会計処理の原則又は手続の変更 

       会計方針 

       リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

2.株主資本等変動計算書に関する注記 

 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  当事業年度の末日における発行済み株式の数 

       30000 株 



















個 別 注 記 表 

    自 令和 6 年 4 月 1 日 至 令和 7 年 3 月 31 日 

都市産業株式会社 

 

 

1.重要な会計方針にかかわる事項に関する注記 

     資産の評価基準及び評価方法 

      有価証券の評価基準及び評価方法 

       有価証券････移動平均法による原価法 

      棚卸資産の評価基準及び評価方法 

       原材料・仕掛品・製品･･････最終仕入原価法による原価法 

       商品・貯蔵品･･････････････最終仕入原価法による原価法 

     固定資産の減価償却の方法 

      有形固定資産(リース資産除く)･･････建物は定額法、建物以外は定率法 

      無形固定資産(リース資産除く)･･････定額法 

     引当金の計上基準 

      貸倒引当金 

       法人税法に定める繰入限度額を計上しております。 

      賞与引当金 

       役員、従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上している。 

     収益及び費用の計上基準 

     その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

       税抜方式で計上している。 

      会計処理の原則又は手続の変更 

       会計方針 

       リース取引の処理方法 

        リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

2.株主資本等変動計算書に関する注記 

 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  当事業年度の末日における発行済み株式の数 

       30000 株 




















